全国統一闘争の前進にむけたメッセージ
対自治体全国統一闘争に結集した全国の組合員の皆さま、自治労中央闘争委員会を代表してたたかいの決意を申し上げます。

2011春闘はいよいよヤマ場を迎えます。日本経済は依然デフレ脱却への道が見えず、私たちの雇用と生活は不安に覆われています。非正規労働者を含むすべての労働者の労働条件の復元と格差の是正を求め、自治労も地域労働運動を積極的に担う立場から、その取り組みの先頭に立ち、民間の仲間との連帯を一層強めながら2011春闘の勝利をめざさなければなりません。
自治労にとって今春闘は、労働基本権の回復と人事院勧告の廃止が見込まれる中、労使関係を対等なものへと変革していくための重要な通過点となります。あらためて、全単組で「要求―交渉―妥結」、そして「妥結結果の書面化」を確実に行うことが重要です。また、大きな課題として掲げた臨時・非常勤等職員の処遇改善・雇用安定にむけて、公務員連絡会に結集し、法改正実現のための署名に取り組むとともに、均等待遇にむけたさまざまな努力を進めなければなりません。

そのため、自治労は今春闘において、次の４つの「統一行動指標」を掲げ、3月11日に「全国統一行動」を配置し、自治体交渉に臨みます。
①　生活向上のために賃金水準の維持・改善に努めること

②　臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること

③　公共サービス基本条例・公契約条例・入札制度改革など公共サービス基　本法にのっとった施策を推進すること

④　男女平等社会実現を踏まえたワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること
中央においては、公務員連絡会に結集し、3月23日に総務大臣・人事院総裁交渉を実施し、春季段階における誠意ある回答を引き出します。
すべての働くものの連帯で、すべての労働者の処遇改善の取り組みが大きな実を結ぶよう、また、現政権の下で安心して働くことのできる社会が実現できるよう、最後までたたかう決意を明らかにし、皆さまへの連帯のメッセージといたします。
ともにたたかいましょう。
2011年3月10日
全日本自治団体労働組合
中央闘争委員長　徳永　秀昭
